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要旨：米国においては，2000 年代より ASCE 7 や ACI318 など建築構造の耐震設計基準が非線形時刻歴地震

応答解析の耐震設計に対応するように協調して改定が進められ，それらを補完するために，コンクリート構

造物の各種の技術資料と，実務設計者向けの解説書が次々と公開された。その結果 2010 年代には，性能型耐

震設計が実用化され，カリフォルニア州では鉄筋コンクリート超高層住宅の建設ブームが起こった。本研究

委員会では，米国における鉄筋コンクリート構造のための非線形時刻歴地震応答解析における耐震設計の実

務における現状を，試設計例や基準及び関連技術資料により日米を比較し相違点や共通点を検討することを

目的として 2023 年度と 2024 年度に活動を行った。本報告ではこの研究委員会の活動の概要について報告す

る。 
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1. はじめに 

米国では，2000年代に入り実務用の建築構造物の耐震

基準に初めて非線形時刻歴地震応答解析の利用が取り入

れられた。2010 年代にはこれが発展を遂げて，性能型耐

震設計法として新築建築構造物の実務への導入が進み，

今ではカリフォルニア州のロスアンゼルスやサンフラン

シスコでコア壁構造による鉄筋コンクリート造の超高層

建物の建設のブームが起こっている。 

これに対して，我が国における建築構造物への非線形

地震応答解析の実務への活用ははるかに古い。1960 年代

より質点系モデルを採用して独自の発展を遂げ，1990 年

代には建設省総合技術開発プロジェクトにより，鉄筋コ

ンクリート造への拡張方法が示され，二方向純ラーメン

鉄筋コンクリート構造の超高層住宅のブームを先導した。

しかしコンピューターの性能が飛躍的発展を遂げた

2000 年代以降も，長周期地震動が考慮されるようになっ

た以外，技術的な革新や変更はない。日本と米国の非線

形時刻歴地震応答解析の実務への活用方法の違いが顕在

化してきている。おそらく日本では，過去に非線形地震

応答解析技術の囲い込みが進み，それらを活用する技術

者によるオープンな議論が極めて少なく，将来に向けて

設計の方法をどのように発展させていくべきかを検討す

る社会的インセンティブが欠如している。また，非線形

時刻歴地震応答解析の利用について建築・土木分野を通

じた議論も全く行われてこなかった。 
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このような現状に鑑み，本研究委員会（表−1）では，

我が国の将来への耐震設計技術の向上と国際協調に資す

ることを目的として非線形地震応答解析を耐震設計に適

用する実務の現状についての日米比較を行った。 

 

2. 米国の性能型耐震設計の現状 

米国においては，2000 年代より ASCE 71) や ACI 318 

2) など建築構造の耐震設計基準が非線形時刻歴地震応

答解析の耐震設計に対応するように協調して改定が進め

られ，併せてコンクリート構造物の各種の技術資料や実

務設計者向けの解説書が次々と公開されている 3)。その

結果 2010 年代以降，非線形時刻歴地震応答解析を用い

る耐震設計が実用化され実務に適用されるようになり，

新築の建築物に関する性能型耐震設計といえばこのこと

を指すように考えられる状況となっている。2020 年代に

入った現在においても ASCE 71) や ACI3182) の非線形時

刻歴地震応答解析に関する規定を成熟させるための改訂

が引き続き進められている。 

2.1 新築建物の耐震設計基準と入力地震動 

米国の ASCE 71) の最新版は 2022 年に改訂されたもの

で，新築の建築物の最低基準を定めている。ASCE 71) の

非線形時刻暦地震応答解析による耐震設計は， MCER地

震動（倒壊を考慮する最大クラスの地震動）に相当する

加速度時刻暦を入力し，倒壊の有無を調べて，入力した

加速度時刻暦の数に対する倒壊するケースの数の割合を

もって倒壊確率とする性能評価型となっている。倒壊を

判定する際に使われる MCER 地震動のレベルは， 減衰

5%の最大加速度地震応答スペクトルで表され，ASCE 71)

の中で地震のハザードマップに規定されている。スペク

トルの形状によって地盤条件が考慮される。構造物の固

有周期の範囲でMCER地震の最大加速度応答スペクトル

の目標値に良くフィットするように，実観測地震動に一

定の倍率を乗じるなどの方法で補正を加えて 11 波以上

の入力加速度の時刻暦を作成し，地震応答解析に用いる。 

2.2 入力地震動と地震応答解析 

非線形時刻歴応答解析法は，設計が終わった構造物を

部材をモデル化の基本要素とする非線形の三次元解析モ

デルで用い，部材に適切な非線形復元力特性を仮定して

行う。すべての地震動入力において，塑性化を許容する

部分においては変形が許容変形レベル内にあり，塑性化

を許容しない部分においては応力が信頼強度を超えない

こと，さらに倒壊確率が目標以下であることを確認する

耐力設計法が用いられる。非線形時刻暦地震応答解析法

は，適用にあたって高さや建物の不整形などによる制限

を受けない。しかし，地震応答解析により，部材の非線

形挙動のモデル化が適切であることが確かめられている

範囲で挙動することを確認しなければならない。そのた

め，その判定のクライテリアに関して技術資料や実験資

料が完備している部材により構成されるものに限られ，

現状ではおのずから適用範囲には限界がある。しかし将

来の研究開発により，これらの適用範囲が拡張される余

地も残されている。非線形時刻歴地震応答解析法は，基

礎絶縁部材を有する建物，エネルギー吸収機構部材を有

する建物の耐震設計の場合にも同じ原則に基づき適用さ

れる。 

2.3層間変形角の制限 

非線形時刻歴応答解析法を適用する場合，既に述べた

ように倒壊確率が規定の値以下であり，かつ部材に生じ

る塑性変形量や応力が適切な範囲内であることを確認す

る他に，構造種別によらない最大層間変形角の制限が設

けられている。最新の ASCE7 1) においては，11 波以上

の入力において，全ての床レベルにおいて，当該床の水

平変位を地表からその床までの高さで除した平均層間変

形角の平均値が，次の式で求められる限界変形角の値 R

を下回るものとしている。さらに，平均層間変形角の最

大値は平均値の 150%を超えてはならないこととしてい

る。 

R = 4.71 – 0. 0234 hn.   (%)        (1) 

 

ここに，R : 限界変形角(%)で 0.03 hn を下回る場合には

0.03 hnとする，hn：建物高さで単位は m。 

2.4 部材の力学特性と構造ディテール 

部材の構造詳細の規定は，ASCE 7 1) が構造種別ごと

に，他の規格団体（例えば鉄筋コンクリート構造では米

国コンクリート工学会，鋼構造では米国鋼構造協会など）

が策定する基準の適用が指定されている。例えば鉄筋コ

ンクリート造で耐震構造システムが特別靭性骨組の場合

には， ACI 318 2) の第 21 章耐震規定に示された特別靭

性骨組用の柱，梁，耐震壁，柱梁接合部など，部材種別

ごとに決められた耐震規定を守ることが必要となる。 

部材の非線形の力学特性のモデル化を定める方法は，

本来は ACI 318 2) に記述されることが望ましいが最新の

ACI 318 2) の記述は不十分で今後の改訂が予定されてい

る。そこで現時点では ASCE 7 1) には，ASCE 41 4) とい

う既存建築物の耐震診断・耐震補強に関する基準を引用

し，そこに定められた部材の非線形の力学特性のモデル

化を適用するよう求めている。 

2.5 各種の技術資料の公開 

ACI の研究委員会の一つである ACI 374 委員会は，鉄

筋コンクリート造建築物の性能評価型耐震設計に必要と

される技術資料を収集・作成することを目的とした活動

をしている。2017 年に，“An ACI Handbook - Compilation 

of Performance- Based Seismic Design Recommendations and 

Standards HB-12 (17)”という技術レポート 3) を刊行して
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いる。この出版物は，構造設計の実務者が，鉄筋コンク

リート構造の非線形時刻歴地震応答解析と性能型耐震設

計法に慣れ親しみ必要な最新の知識を体系的に得るため

に目を通しておきたい重要な技術資料をリスト化し，要

約を試みたものである。本委員会では，主としてこのリ

ストに含まれる技術資料を中心に調査を行なった結果を

報告している。 

 

3.  RC10 層建物による日米の耐震設計の比較 

 本研究委員会の活動の大きな柱の一つは，非線形時刻

歴地震応答解析による耐震設計の試設計を通じて日米の

方法を相互に理解することである。報告書では第 2 章に

その内容を具体的に述べている。ここではその概要につ

いて述べる。 

3.1 日米ワークショップ開催の経緯 

 日米ワークショップの目的は，構造設計実務における

非線形時刻歴地震応答解析の耐震設計の設計基準を国際

的な観点から分析し（具体的には米国との比較），問題点

の抽出と改善方策の提案を行うことである。試設計の対

象とする構造物は，国立研究開発法人防災科学技術研究

所実大三次元震動破壊実験施設 (E-Defense)において

2015 年に実施された実大 10 層鉄筋コンクリート造建物

の振動台実験を参考に，日米双方の実務の実情に合わせ

て，構造システムや材料強度及び断面を設定し，それぞ

れの現行の耐震設計基準を適用して行った。 

 2023 年 9 月に開催された第 1 回日米ワークショップ

で，日本と米国の実務者チームによる日米の性能評価型

耐震設計の比較を行うことに合意した。日本側からは本

委員会の委員が，米国側からは ACI 374 委員長を務める

Garret R. Hagan 氏率いる Degenkolb Engineers が，それぞ

れ試設計を担当した。2024年 6 月には JCI 年次大会の開

催中に松山で第 2回日米ワークショップが開催され日米

の試設計の結果が報告された。 

3.2 試設計建物 

 日本側と米国側の平面伏図および軸組図を図－1 およ

び図－2 に示す。また，平面上での日本側と米国側の解

析モデル建物の比較を図－3 に示す。日本側は実大振動

台実験にならって４枚の連層耐震壁を計画した。これに

対し，米国側は建築上の内部空間確保を考慮し，両妻面

２か所に連層耐震壁を集約している。両国の試設計の検

討状況を確認し，日米間の共通点や相違点についての相

互理解を深めることを主目的に，第２回日米ワークショ

ップを 2024 年 6 月 26 日〜27 日に開催した。RC10 層建

物の日本と米国の設計例について報告された。 

3.3入力地震動 

 日本側の試設計では，いわゆる時刻歴応答ルートの耐

震設計に準拠して記録波３波および人工地震波３波を用

 

 

図－２ 試設計立面図 （上：米国，下：日本） 

 

 

図－１試設計平面伏図 （上：米国，下：日本） 
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いて，レベル 1 の設計（損傷限界）およびレベル 2 の設

計（安全限界）の検証を実施した。記録波の基準化は，

建物の固有周期に関わらず最大応答速度がレベル 1 およ

びレベル 2 に対し，それぞれ 0.25m/sec および 0.50m/sec

になるように倍率を設定している。また，人工地震波の

ターゲットスペクトルは，レベル 1 とレベル 2の比率を

1 対 5 として，保有水平耐力計算において求められる耐

力の比率と整合を図っている。 

 米国側の試設計では，非線形時刻歴応答解析を用いる

耐震設計において，ASCE 7 1) の規定により入力地震動の

数をできるだけ大きくすることとしている。倒壊するケ

ースが 1以下であることをもって建物の倒壊確率が 10%

以下でことを確認するために，11 波が必要となる（なお，

現在では，特に高層建物では高次モードの影響が大きい

ため，22 波を用いている。11波のセットを短周期領域で

スケーリングし，別の 11 波のセットを長周期領域でスケ

ーリングしている）。地震動のスケーリングについては，

3 種類（①Amplitude Scaling，②Spectral Matching，③Hybrid 

Approach）の方法がある。今回の米国の試設計例では，

当初 Amplitude Scaling を行っていたが，短周期領域でタ

ーゲットスペクトルを大きく上回る地震動となったため，

Hybrid Approach に切り替えて検討が行なわれた。図－３

にその 11 波のターゲットスペクトルと，入力地震動の弾

性最大加速度応答スペクトルを示す。 

 

3.4 日本側の試設計 

 日本側の試設計（短周期の中低層建物）において，非

線形時刻歴応答解析を用いた性能評価型の設計を行うと，

保有水平耐力計算により設定した場合の断面設定では設

計クライテリアを満足せず，これを満足させるためには，

保有水平耐力を必要保有水平耐力のほぼ倍にする程度に

断面寸法を増大させ，材料強度もアップする必要が生じ

ることとなった。なお，変形に関するクライテリアを緩

和することにより，日米で当初に合意した断面設定値と

概ね同等となる設計になった。日本における時刻歴応答

解析は高層建物を主な対象としてきた経緯があり，中低

層建物を時刻歴応答解析によって設計する場合，保有水

平耐力計算による設計法を用いた場合とは設定される断

面に大きな乖離があることが確認された。 

 変形制限に関して日本側の試設計では，レベル 1 の地

震動に対して最大応答層間変形角が 1/200 以内とするこ

とおよびレベル 2の地震動に対して最大応答層間変形角

が 1/100 以内とすることしている。また，レベル 2 に対

しては層の塑性率を 2.0 以下，部材の塑性率を 4.0 以下

としている。これらの変形制限により，部材断面寸法や

材料強度を当初より引き上げることになった。 

 日本における性能評価型の耐震設計では，保証設計に

おける各部材の余裕度の値については明確に定められて

おらず，材料強度の上昇や静的応力と動的応力の差異な

どを勘案して構造設計者が決定している。また，業務方

法書に“適切に”仮定や設定を行うこと，と記載されて

いるため，設計者によって判断がばらついているものも

多い。例えば静的漸増弾塑性解析における地震力の各階

分布形状の設定でレベル 1 とレベル 2 の各応答解析結果

をどのようにフィードバックしているかなどには規定が

ない。 

3.5 米国側の試設計 

 米国の試設計では，ASCE 7 1) の等価な静的水平力を地

震力とする従来の設計に基づく場合，フレーム架構は低

減係数 R ファクターを 8 と，壁架構は R ファクターを 6

として，塑性領域での応答に期待し，あらかじめ低減し

た水平力に対しフレーム架構の解析を行い，断面設計を

行う。しかし，今回の米国側の時刻歴応答解析を用いた

性能評価型の試設計では，ASCE 71) に従来の一般的な設

計法（R ファクターを用いた設計法）で断面と配筋を定

めたところ，地震応答が大きくなり，米国側で当初設定

していた架構ではクライテリアを満足できなくなり，設

計方針の変更が行われた。 

 変形制限に関して米国側の試設計では，時刻歴応答解

析の変形制限は，入力地震動のターゲットスペクトルを

静的入力地震動のスペクトルの 1.5 倍とする MCERの複

数の地震動に対して，複数の地震動による応答値の平均

値で検討しているとともに，倒壊確率のクライテリアを

リスクカテゴリーに応じて定めている。米国の構造設計

者は，慣例的に応答層間変形角 3％は崩壊限界，応答層

間変形角 2％は機能回復限界と考えている。また，弾性

範囲を応答層間変形角 1.5%以下と想定している。 

 米国における性能評価型の耐震設計では，立体フレー

ムモデルを用いた時刻歴応答解析を実施しているため，

等価な静的用の外力分布に置換することは行われていな

い。また，塑性変形に期待する部材（Deformation-controlled 

actions）に関しては，耐力低下を考慮した骨格曲線と許

容限界変形を部材種別ごとに定められている。 

 

 

図－３米国側の入力地震動 11波（基礎固定入力） 
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4. 報告書の概要 

 本委員会では，報告書（表－2）において，現在の米

国の実務との比較を念頭において，日米の試設計とそれ

らの比較をした他，米国における非線形時刻歴地震応答

解析の耐震設計の実務における各種の規定を取り上げ

日本と対比しながら，設計のフィロソフィーの違いを俯

瞰的に理解するための資料とした。報告書の目次は，表

－2の通りである。日米の試設計の詳しい結果も，報告

書に示されている。 

 

5. まとめ 

本委員会の成果により，日米でそれぞれ非線形時刻歴

地震応答解析を用いた耐震設計がどのように信頼性が

確保されているかを俯瞰的に理解するのに役立つ資料

が得られ，将来に向けた課題が明らかにされることがで

きるものと考えている。 
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表－2 報告書の目次 

序 

1. RC構造物の米国の性能型耐震設計の現状 

 1.1  はじめに 

 1.2  現行の米国の構造設計基準の体系 

 1.3  米国の建物の耐震設計基準の変遷 

 1.4  米国の新築建物の耐震設計基準と非線形時刻暦地

震応答解析 

 1.5  非線形時刻歴応答解析法による性能型耐震設計の

実用化 

 1.6  確率論を取り入れた耐震性能表示法の実用化 

 1.7  橋梁構造の耐震設計における非線形時刻歴地震応

答解析の利用 

 1.8  まとめ 

2.日米の方法による RC10 層建物の非線形時刻歴応答解

析による耐震設計の比較 

 2.1  全体概要 

 2.2  日米の試設計の要旨 

 2.3  質疑応答・討議 

 2.4  まとめ 

3. 橋梁構造についての実務の米国の現状と日本の現状 

 3.1  入力地震動の選択と適切な倍率の設定 

 3.2  適用範囲と自由度・モデル化 

 3.3  地震応答量や崩壊モードの不確定性 

 3.4  性能表示との連携 

 3.5  機構設計と保証設計 

 3.6  モデル化と構造実験の取り扱い 

 3.7  設計の品質管理 

 3.8  解析ソフトウェア 

 3.9  ゴム支承，免震支承，ダンパー 

4. 建築物についての実務の米国の現状と日本の現状 

 4.1  設計のクライテリアと荷重 

 4.2  適用範囲と自由度・モデル化 

 4.3  地震応答量や崩壊モードの不確定性 

 4.4  性能表示との連携 

 4.5  機構設計と保証設計 

 4.6  モデル化と構造実験の取り扱い 

 4.7  設計の品質管理 

 4.8  解析ソフトウェア 

 4.9  免震・制振 

5. 日米比較とそこから考えらえる将来に向けての課題 
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